
    

○中間市行財政集中改革プラン○中間市行財政集中改革プラン○中間市行財政集中改革プラン○中間市行財政集中改革プランのののの推進期間推進期間推進期間推進期間    

中間市行財政集中改革プランの推進期間は、平成１７年度から平成２１年度までの５年間です。 

 

○目○目○目○目    的的的的    

「中間市行財政集中改革プラン」を着実に取り組むことにより、行政運営の理念を｢行政管理型｣

から｢行政経営型｣へ、｢行政主導型｣から｢市民協働型｣へと転換し、｢自立｣｢協働｣｢効率｣という３つ

のキーワードのもとに持続可能な行財政基盤の確立と市民満足度を高める成果重視型の行財政シス

テムの構築を目指し、市民サービスの向上や業務の効率化などを推進します。 

 

○財政効果額○財政効果額○財政効果額○財政効果額    

実施項目は全部で１０１項目で、その財政効果は次のとおりです。 

平成２１年度までの総額  ３３億７,０２０万円 

＜内訳＞  歳 入 増   ４億１,６７０万円 

歳出削減  ２２億１,４３０万円 

退職手当の平準化（※） ７億３,９２０万円 

※福岡県市町村職員退職手当組合加入により、団塊の世代の退職による多大な財政負担を平準化したことによる

効果額 

 

○主な内容○主な内容○主な内容○主な内容    

１ 職員数の削減（１項目） 

事務事業の見直しや業務の委託などを図り事務効率を高め、平成２２年４月１日までに全職員数

５２７人の１５％にあたる８０人を削減 

内、一般行政部門では職員数３４０人の１８.５％にあたる６３人を削減 

財政効果額 １１億７，６２０万円 

 

２ 給与の抑制等（１５項目） 

・新給料表の導入による給料水準の約４.８％の引き下げ 

・市税現地調査手当など、１３種類の指定勤務手当の廃止や永年勤続表彰の廃止など 

財政効果額  ４億８，４８０万円 

 

３ 補助金、委託料などの見直しおよび民間委託の推進（１４項目） 

市民会館など一部の公の施設の管理について指定管理者制度を導入することに伴う委託料や各種

補助金の見直しおよび事務事業の民間委託の推進 

財政効果額  １億５，４２０万円 

 

４ 歳入の確保（１９項目） 

市税の徴収強化による徴収率向上（８２％→９０％へ）や各種使用料の見直しなど 

財政効果額  ４億１，６７０万円 

 

５ 協働の地域づくり（６項目） 

ボランティア、ＮＰＯ等の育成・支援策の策定など 

 

６ 職員の人材育成と意識改革（１３項目） 

職員提案制度の導入や庁内公募の実施など
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１１１１    目目目目    的的的的    

   『中間市行財政集中改革プラン』は、『中間市行政改革大綱』に掲げた重点事項を集

中的に実施するため、可能な限り目標の数値化や具体的な指標を用いて策定し、市民サ

ービスの向上や業務の効率化等を推進します。また、広く市民に公表することで市民の

意見を反映し、説明責任を果たす観点から、毎年度本計画の進捗状況を公表します。 

行政運営の理念を「行政管理型」から「行政経営型」へ、「行政主導型」から「市民

協働型」へと転換し、「自立」「協働」「効率」という３つのキーワードのもとに持続

可能な行財政基盤の確立と、市民の満足度を高める成果重視型の行財政システムの構築

を目指します。 

 

 

２２２２    推進推進推進推進期間期間期間期間    

集中改革プランの推進期間は、平成１７年度から平成２１年度までの５ヵ年計画とし、

各項目ごとに目標年度を定め、具体的かつ計画的に取り組みます。 

 

 

３３３３    推進体制推進体制推進体制推進体制    

集中改革プランの着実な推進を図るため、「中間市行政改革推進本部」を中心として、

目標達成に向けて全庁的に取り組むとともに、職員一人ひとりが自覚と責任を持って、

その推進を図ります。 

また、市民で構成する「中間市行政改革推進委員会」に計画の進捗状況を報告し、目

標達成に向けて市民とともに計画の推進を行います。 

さらに、広報やホームページ等を通じて、その経過や成果等を公表することとし、市

民の理解と協力のもと、市民と行政が一体となって推進します。 

 

 

４４４４    プランプランプランプランの見直しの見直しの見直しの見直し    

集中改革プランについては、社会経済情勢や市民ニーズの変化、あるいは実施状況等

を考慮しながら、必要に応じて適宜計画内容を見直すものとします。 

 

 

 

 

平成１８年３月 
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総総総総    括括括括    

中間市行政改革大綱に基づいて、今後５年間で取り組む改革プランでは、１０１項目の

取組みを実施し、その財政上の効果額は、歳入増にかかるものとして４１６.７百万円、

人件費の削減にかかるものとして２,４７４.２百万円、その他歳出削減にかかるものとし

て４７９.３百万円の総計３,３７０.２百万円を見込んでいます。 

 

（年度別内訳）                      （単位：百万円） 

年 度 目 標 効 果 額 内、普通会計分 

１７ １８９.４ １９３.５ 

１８ ２５３.９ ２５４.５ 

１９ ６４９.９ ５９５.６ 

２０ １,０４６.５ ９３８.５ 

２１ １,２３０.４ １,０７５.１ 

総額 ３,３７０.２ ３,０５７.３ 

 

 

概概概概    要要要要    

主な項目と今後５年間の目標効果額は次のとおりです。 

 

『歳入増にかかるもの』              ４１６.７百万円 

市税等の収入確保             １１８.９百万円 

受益者負担の適正化             ５４.７百万円 

その他の歳入の確保            ２４３.１百万円 

 

 

『人件費の削減にかかるもの』          ２,４７４.２百万円 

職員数の削減              １,１７６.２百万円 

給与の抑制等              １,２９８.０百万円 

 

 

『その他歳出削減にかかるもの』          ４７９.３百万円 

負担金、補助金、委託料等の見直し     １２９.５百万円 

その他歳出削減への取り組み        ３４９.８百万円 
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Ⅰ．自立 
    

    １．財政の健全化・・・持続可能な財政基盤の確立 

  地方分権や三位一体改革が進行する中で、自治体財政の歳入構造に変化が生じています。 

今後は、国の関与が縮小され、自立性が高まる一方で財源は自力で調達しなければなら

なくなります。依存財源率の高い本市の財政構造において、自主財源の確保を図るととも

に、歳出全般の効率化と財源配分の重点化を図りながら、歳出削減と財源構造の改善に取

り組みます。また、職員にコスト意識を徹底することにより、無駄な歳出を抑え、健全な

財政運営を図ります。 

公営企業においても同様に、更なる経営健全化に取り組みます。 

 

 

（１）経常経費等の削減（公営企業を含めた全会計の総額）        （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 人件費の削減 総 務 課 
・職員数の削減と給与の抑制等により、

人件費総額を大幅に削減する。 

実

施 
→ → → → 2,474.2 

２ 扶助費の抑制 財 政 課 

・累増する扶助費について、内部努力

及び制度改正等を見込み、扶助費総

額を抑制する。 

検

討 

実

施 
→ → → 253.0 

３ 
物件費等その他の 

行政経費の削減 
財 政 課 

・事務事業全般にわたる行政経費の削

減を徹底する 

実

施 
→ → → → 226.3 

合

計 
2,953.5 
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（２）徴収体制の強化                         （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 適正課税の徹底 課 税 課 

・市税等の適正賦課の徹底 

税の公平性確保のため、課税客体の正確

な把握と未申告者に対する申告促進によ

り適正課税の徹底を図る。 

実

施 
→ → → → 

課税漏れの

減少による

公平性の確

保及び税収

アップ 

総 務 課 

・収納率向上の為の行政内部組織の立ち上げ 

収納対策強化のため、市税、国民健康保

険税、介護保険料の徴収及び滞納処分を

専門に担当する収納課を新設し、徴収率

の向上を図る。 

実

施 
→ → → → 

Ｈ18.1.1 

収納課新設 

・臨戸訪問の徹底 

年度当初に滞納整理方針を策定し、全滞

納者を対象に、計画的な電話催告、臨戸

訪問等を実施する。 

検

討 

実

施 
→ → → 20.0 

収 納 課 
・滞納者に対する強制執行の実施 

不動産、預貯金、給与等債権の差押えを

含めた滞納処分の強化を図る。 

毎年度、目標徴収率を設定し、市税徴収

率９０％の達成を目指す。 

実

施 
→ → → → 

95.4 
･徴収率向上

による税収

アップ 

２ 徴収率の向上 

こども育成課 

・未納保育料徴収の徹底 

悪質な滞納者に対する強制執行や退所措

置の実行により、未納保育料の徴収を図

る。 

実

施 
→ → → → 3.5 

・口座振替契約報奨金給付制度の検討 

納期内自主納付を推進するため、口座振

替契約報奨金制度を検討する。 

３ 納付方法の多様化 収 納 課 
・コンビニエンスストアでの公共料金納付

の調査・研究 

納税者の利便性の向上と業務の効率化を

図るため、コンビニエンスストアでの公

共料金納付の調査・研究を行う。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

納付方法の

多様化によ

る収納率の

向上 

小

計 
118.9 
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（３）補助金等の整理合理化及び扶助費の抑制              （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

財 政 課 

・全補助金リストの作成 

重複支給や慣例的支給等の不適切な支給

の適正化を図るとともに、各種補助金の

効果や必要性を十分に精査し、抜本的な

整理合理化を図る。 

検

討 

実

施 
→ → → 

有効な補助

金行政の推

進と経費節

減 

総 務 課 

地域福祉課 

・町内会長事務費の見直し 

町内会長事務費の見直しを含め、地域コ

ミュニティ支援の在り方を抜本的に検討

する。 

中央公民館 

地域福祉課 

・町内公民館長事務費の見直し 

町内公民館長事務費の見直しを含め、地

域コミュニティ支援の在り方を抜本的に

検討する。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

効果的な地

域コミュニ

ティ支援の

実施 

生涯学習課 

・中間市文化財団委託料の見直し 

指定管理者制度の導入でより効果的な運

営を行うことに伴い、委託料の見直しを

行う。 

検

討 

実

施 
→ 

検
討

・
実
施 

→ 64.0 

こども育成課 

・チャイルドシートの補助金の廃止 

チャイルドシートについては、平成 12 年

に法的義務が課せられ、生活に定着化し

たことから補助制度を廃止する。 

検

討 

実

施 
→ → → 2.0 

介護保険課 

・シルバー人材センター補助金の見直し 

シルバー人材センターの補助金を見直

し、同センターの経営合理化を促す。 

検

討 

実

施 
→ → → 9.4 

１ 
補 助 金 等 の 

整 理 合 理 化 

財 政 課 

・その他補助金の見直し 

全補助金について費用対効果を検証し、

補助金額の見直しを行う。 

検

討 

実

施 
→ → → 30.0 

・敬老祝金の見直し 

現行の支給年齢５階層を３階層に改め、

経費節減を図る。 

検

討 

実

施 
→ → → 14.0 

介護保険課 

・敬老祝品の廃止 

事業効果を鑑み、９０歳以上の高齢者に

支給している敬老祝品を廃止する。 

検

討 

実

施 
→ → → 9.0 ２ 扶助費の抑制 

保 護 課 

介護保険課 

健康増進課 

・扶助費の抑制 

生活保護の適正受給や予防医療の推進に

よる医療費の抑制等を図る。 

検

討 

実

施 
→ → → 230.0 

小

計 
358.4 
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（４）使用料及び手数料の見直し                    （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

こども育成課 

・保育料の見直し 

保育料徴収金額を、現行の厚生労働省基

準額の５６％(軽減率４４％)から７０％

（軽減率３０％）まで段階的な引上げの

検討を進め、見直しを行う。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 51.0 

財 政 課 

・河川敷駐車場使用料の徴収 

河川敷駐車場を利用して営業目的とした

展示会・イベント等を開催する業者につ

いて、駐車場整備に要する経費に対し、

使用料を徴収する。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 1.5 

都市整備課 

・市営住宅使用料の見直し 

市営住宅家賃の改定については、応能応

益にて平成１０年度から１７年度までの

間、段階的に値上げを実施した。今後、

近隣市町村の動向を勘案し市営住宅使用

料について、見直しを行う。 

検

討 
→ → → 

実

施 
1.0 

１ 
使 用 料 等 

の整理合理化 

さくら保育園 

・保育通園バス乗車負担金 

受益者負担の原則に基づき、保育通園バ

スの利用者に対し、利用料金を徴収する。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 0.9 

財 政 課 

・手数料の全般的な見直し 

受益者負担の原則により、サービスに応

じた適正な水準での設定・見直しに努め、

負担の適正化を図る。 

検

討 
→ → 

実

施 
→ 

受益者負担

の適正化 

２ 手数料の見直し 

都市整備課 

・屋外広告物の許可申請の徹底 

平成１８年度に県及び近隣市町村との協

議・調整・検討を行い、平成１９年度に

無届の公告物について現地調査を実施し

順次指導を行う。平成２０年度から申請

手数料の増収を図る。 

検

討 
→ → 

実

施 
→ 

指導強化に

よる違法屋

外広告物の

排除 

３ 減免制度の見直し 施設所管課 

・公の施設使用料減免規定の見直し 

受益者負担の原則に基づき、施設使用料

減免規定の見直しを行う。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 0.3 

小

計 
54.7 
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（５）その他の財源確保                        （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

秘 書 課 

・公共物(広報紙やホームページ)への広告

掲載の促進 

自主財源確保、地元商工業者の育成振興、

紙面効果などを目的に「広報なかま」10

日号に毎月有料広告の掲載を実施する。 

実

施 
→ → → → 3.6 

財 政 課 

・公共施設駐車場利用協力金の徴収 

公共施設の駐車場を利用する職員につい

て駐車場の維持管理に要する経費に対

し、協力金を徴収する方向で検討をすす

める。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 4.5 

生涯学習課 

・各施設への広告掲載の促進 

市営球場や市営テニス場等の施設に広告

掲載を導入し、広告収入を確保する。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

財産を有効

利用し、財源

確保を促進

する。 

・普通財産貸付料の改定 

（市有地貸付料 1/100 から 2/100） 

<負担調整措置> 

・Ｈ１８ 1.25 / 100 

・Ｈ１９ 1.5 / 100 

・Ｈ２０ 1.75 / 100 

・Ｈ２１ 2  / 100 

検

討 

実

施 
→ → → 12.0 

管 理 課 
・普通財産売却の促進 

現在の公売物件、普通財産の未利用処分

対象地を年２回広報やホームページを通

じ、一般競争入札及び価格公示形式での

公売を一層促進する。 

また、銀行や住宅販売業者等にＰＲを行

う。 

実

施 
→ → → → 220.0 

１ その他の財源確保 

都市整備課 

・市営自動車駐車場使用料の見直し 

周辺の駐車場料金を勘案し、市営自動車

駐車場使用料の見直しを行う。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 3.0 

小

計 
243.1 

 

（６）地域経済の活性化 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 産 業 振 興 経済振興課 

・産業振興に関する具体的振興策の実施 

商工業及び農業の振興を図るため、空き

店舗対策事業や地産地消事業などの具体

的施策を実施する。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

商工業・農

業の活性化 

２ 企 業 誘 致 
経済振興課 

総 務 課 

・行政内部組織の立ち上げ、企業誘致に向

けた具体的取組みの実施 

企業誘致を専属的に所掌する部署を設置

し、誘致場所の選定や環境整備などの具

体的な取組みを実施する。 

（
一
部
実
施
） 

検 

討 

検

討 

実

施 
→ → 

企業誘致係

の新設 
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 ２．職員の人材育成と資質向上・・・分権時代を担う人材育成と意識改革 

  行財政改革を推進するためには、職員一人ひとりが問題意識と目標達成の意欲を持ち、

その能力を十分に発揮することにより、限られた人員・財源を最大限に活かしていく必要

があります。また、地方分権時代に自立可能な行財政運営を行うためには、市民の視点に

立った発想力と既存の枠組みや従来の概念にとらわれない斬新な政策立案能力が必要です。

職員は、自らが地域づくりの担い手として全体の奉仕者であることを自覚し、職務に精励

することが求められます。 

  以上のことを踏まえ、職員の意識改革の推進によって、資質の向上、能力の開発に努め、

新しい時代に相応した人材の育成・確保を図ります。 

 

（１）人材育成 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 基本方針の策定 

・人材育成基本方針・計画の策定 

長期的かつ総合的な観点で職員の能力開

発を効果的に推進するため、人材育成基

本方針・計画を策定する。 

検

討 

実

施 
→ → → 

職員の資質

向上による

業務の遂行 

２ 研修内容の見直し 

・新たな研修制度の導入 

人材育成基本方針の策定にあわせ、研修

内容を見直し、効果的な人材育成を図る。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

能力及び行

政サービス

の高質化 

３ 
職員の自主研究 

活動の推進 

・職員の自己研鑽の支援 

職員の自主研修グループ等に対し助成を

行うことにより組織の活性化を図り、職

員の自己研鑽・能力開発を推進する。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

職員の士気

向上による

業務改善 

４ 女性職員の育成 

総 務 課 

・女性職員の育成・登用 

意欲と能力のある女性職員について、一

層の登用促進を図るため、多様な業務体

験を通じた女性職員の育成、職域拡大、

女性職員にとっても働きやすい環境づく

りを推進する。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

女性職員の 

能力･意欲

の開発促進 

 

（２）能力・実績に基づく人事管理 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 勤務評価制度の構築 

・勤務評価制度の導入 

職員の勤務成績を客観的かつ継続的に把

握することにより、職員の能力開発や指

導育成、昇任選考等に反映し、公正な人

事管理を行うため、勤務評価制度の検討

を進める。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

組織全体の

能率向上及

び職員の意

識改革 

・昇格基準の設定 

給与構造改革を踏まえ、昇格させるうえ

で必要とされる経験年数や在級年数を定

めた等級別資格基準表を定める。 

検

討 

実

施 
→ → → 

客観的昇格

基準による

公正な昇格

運用 

２ 昇任管理の適正化 

総 務 課 

・昇任時の給与処遇の検討 

役付職員に昇任する際に、給与上のメリ

ットを明確にするような仕組の検討を進

め、責任ある職につくことに対する職員

の意欲を高める。 

検

討 

実

施 
→ → → 

役付職員の 

士気向上 
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（３）活力ある職場づくり 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

・職員提案制度の導入 

市行政に関する改善意見やアイデアの提

案を奨励し、優れた提案を積極的に実施

することにより、職員の市行政への参画

意識を高めるとともに事務改善を推進

し、効率的な行政運営や行政サービスの

向上を図るため、職員提案制度を実施す

る。 

検

討 

実

施 
→ → → 

職員の意識

改革及び効

率的行政運

営 

１ 職員提案制度 

・新たな表彰制度の実施 

職員提案がなされたものの中で、実際に

実施されるものなど優秀な提案につい

て、表彰する新たな表彰制度を創設する

とともに発表会を実施することにより、

職員提案制度の活性化を図り、職員の市

行政への参画意欲を高める。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

職員の意識

改革及び意

欲向上 

・職員意向調書の実施 

平成１８年度から人事異動に際し、職員

の希望する業務等を記入する職員調書を

実施する。 

検

討 

実

施 
→ → → 

職員の人材

育成及び職

場の活性化 

・庁内公募の実施 

職員の積極的な意思に基づいて自身の能

力や適正を発揮できる機会を提供するこ

とにより、職員の士気高揚や能力開発を

推進する。 

検

討 

実

施 
→ → → 

職員の士気

高揚及び能

力開発 

・事務吏員と技術吏員の人事交流促進 

職域が固定されがちな技術吏員につい

て、事務吏員職場への配置を行うなどに

より交流をすすめ、職場の幅広い見識の

涵養等の能力開発を図る。 

実

施 
→ → → → 

職員の能力

開発 

２ 効果的な人事配置 

総 務 課 

・希望降任制度の検討 

職員の抱える問題等の個人的理由によ

り、職責を果たすことができない場合や、

その職責に心身的な苦痛を感じている場

合に、職員本人の希望に基づいて、現在

の役職から下位への役職への降任を行う

希望降任制度の実施に向けて検討を進め

る。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

組織の活性

化 
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Ⅱ．協働 

 協働の地域づくりの推進 

  本格的な地方分権時代を迎え、国と地方との関係がこれまでの「上下・主従」の関係か

ら「対等・協力」の関係へと変わり、地方自治体の自己決定権が拡大される中で、今後地

域づくりにおける地方自治体の役割と責任は益々増大していきます。 

本市においても、地方分権を真に実行性のあるものとするために、本市自身の能力と体

質を強化し、市政の主役である市民に対する積極的な情報提供を行うとともに市民の行政

への参加・参画を促進し、市民と行政の協働によるまちづくりを推進します。 

 

 

 １．開かれた行政経営 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 行政の透明性確保 

・ホームページの充実 

市民との意見交換・情報交換の場として、

市民参加・参画を進めるための環境づく

りを推進し、最新情報の提供を行うとと

もに、透明性の向上を図る。 

検

討 

実

施 
→ → → 

行政情報の

迅速・積極

的提供 

秘 書 課 
・パブリックコメント制度の導入 

市民と行政が一体となったまちづくりを

推進させるため、必要に応じて施策の企

画・立案・策定において、幅広く市民の

意見を求め、市の施策に反映させるパブ

リックコメント制度の導入を実施する。 

検

討 

実

施 
→ → → 

市政への市

民参加促進 

２ 
政策形成過程への 

市民参加の促進 

経営企画課 

・附属機関の委員選任等の適正化 

選任にあたっては、市民の幅広い意見や

専門的視点からの意見を反映することを

鑑み、以下の内容を主とした委員の選任

基準を平成 17 年度中に定め、18 年度から

の運営の適正化を図る。 

 

・委員の在任期間を 10 年以内とすること 

・重複任用を３機関までと制限すること 

・７５歳以上の任命を極力避けること 

・女性の積極的な登用に努めること 

・職員は任命しないこと 

・公募に努めること 等 

検

討 

実

施 
→ → → 

幅広い市民

の市政参画

推進 
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 ２．推進体制 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

・ボランティア・NPO 等の育成・支援 

ボランティアや NPO 等の育成・支援策を

策定し、新規参入を促進するとともに、

市民協働による地域づくりと如何にタイ

アップさせていくかを目標とする。 

<環境づくり> 

・育成、支援策の明確化 

・広報、ホームページによる情報提供 

・現在の８ＮＰＯ法人の交流会開催 

（連携強化） 

・ボランティア団体の一本化 

<地域へのアプローチ> 

・地域（小学校単位の６地域）との交流

会開催（連携強化） 

検
討

（
一
部
実
施
） 

実

施 
→ → → 

市民等の行

政への参画

を通して、

協働のまち

づくりを推

進し、開か

れた行政運

営を実現。 

地域福祉課 

・地域コミュニティの制度研究 

・市民参加手法の導入 

多様化する市民ニーズに適切に対応

していくためには、市民と協働して

まちづくりを推進。地域を小学校区

単位とする６地域とし、各地域ごと

の住民組織、NPO 法人、ボランティア

団体（個人も含む）等の多様な主体

と一体となった分権型社会システム

の構築を目指す。 

このため、市民と行政があらゆる情

報を共有し、「対話と協働」による

効率的な行政の展開を図る。 

検
討(

一
部
実
施)

 

実

施 
→ → → 

効率的行政

運営の実現 

１ 
市民と行政の 

新たな仕組み 

総 務 課 

・協働のまちづくりを推進する内政内

部組織の立ち上げ 

市民との協働によるまちづくりを推

進するため、平成 18 年 1 月から地域

福祉課を新設し、市民との協働事務

を所管する窓口を一本化する。 

実

施 
→ → → → 

地域福祉課

市民協働係

の新設 
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Ⅲ．効率 
 １．行政システムの簡素化・効率化･･･市民ニーズに対応した柔軟かつ機動的な組織の構築 

  分権型社会に適応するため、限られた経営資源を効率的に活用できる機動的組織を構築

します。また、行政の意思決定及び事務処理の迅速化を図るため、決裁権の下部への委譲

を進めるとともに、責任の明確化を図ります。 
 

（１）柔軟かつ機動的な組織の構築 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 効率的な組織編制 経営企画課 

・平成 18 年 1 月に以下の基本方針のもと

に組織機構の再編を行う。 

<基本方針> 
1 重点施策を実施するための機構の強化 

2 組織のスリム化を前提とし、スクラッ

プ・アンド・ビルドを基本に再編 

3 業務内容が類似した部署の統合 

4 市民に分かりやすい組織の名称 

<H18.1 月組織機構再編の主な内容> 

6 課 1 室を廃止し、収納課、こども育成

課等 5 課 1 室を新設。 

18 年度以降も随時見直しを行い、20％の

スリム化を目標として効率的な組織編制

に努める。 

実

施 

検

討 

実

施 

検

討 

実

施 

スリム化に

よる組織運

営の効率化 

 

（２）事務の効率化                          （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 庁内分権の推進 経営企画課 

・決裁規程の見直し 

行政の意思決定及び事務処理の迅速化

を図るため、平成 18 年度に決裁規程を

見直し、部長、課長への専決事項の拡大

等、決裁権限の下部への委譲を行い、庁

内分権を進める。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

意思決定の

迅速化と責

任の明確化 

・収入役の廃止 

財務会計システム等により出納事務が

簡素化されたこと等を踏まえ、平成 18

年 1 月から収入役を廃止する。 

実

施 
→ → → → 48.9 

２ 管理職ポストの削減 ・管理職ポストの削減 

行政意思決定の迅速化を図り、効率的な

行政運営を行うため、課長補佐職のあり

方等について検討をすすめ、組織機構の

再編と併せて管理職ポストの削減を図

る。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

迅速な意思

決定 

人件費削減 

・窓口業務の時間延長 

住民票の発行等の一部窓口業務の時間

延長等について、計画期間中の実施を目

指し、市民サービスの向上を図る。 

検

討 

検
討

・
実
施 

→ → → 
市民サービ

スの向上 

３ 窓口業務の時間延長 

総 務 課 

・東部出張所の移転 

現在、土地建物を民間から賃借して運営

している東部出張所の機能を、近隣の公

共施設に移転することの検討をすすめ、

経費の節減及び窓口の業務延長等市民

サービスの向上を図る。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 18.0 

４ 電子自治体の推進 経営企画課 
・住民票の広域交付、地方税手続のネット

化等を推進する。 

検

討 
→ → → 

実

施 

行政手続の

利便性向上 

小

計 
66.9 
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（３）事務事業の見直し                        （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 事務事業の評価 経営企画課 

・事務事業評価制度の導入 

市民の満足度の高い行政サービスの提

供と客観的な視点による事業の取捨選

択を図るため、事務事業の評価制度を導

入する。 

検

討 
→ 

（試
行
） 

実

施 
→ 

事業が客観

的に評価さ

れ、必要な事

業の選択が

可能となる。 

生涯学習課 

・生涯学習事業の一部見直し 

事業効果について再検証し、市民研修派

遣事業等の生涯学習事業について、見直

しを行う。 

検

討 

実

施 
→ → → 2.3 

・フレンドリーなかま事業経費の見直し 

受益者負担の公平性の観点から、参加者

より自己負担金を徴収する。 

検

討 

実

施 
→ → → 1.6 

学校教育課 

・キラキラなかまっ子事業経費の見直し 

受益者負担の公平性の観点から、参加者

より自己負担金を徴収する。 

検

討 

実

施 
→ → → 0.6 

生涯学習課 

・青少年に贈るコンサート事業の見直し 

補助事業等の有効活用により、経費の節

減を図る。 

検

討 

実

施 
→ → 

検

討 
5.9 

市 民 課 

・市民交通共済事業の見直し 

公平性の観点から、平成 20 年 9 月 30 日

で公費負担を廃止する。 

実

施 
→ → 

廃

止 
→ 12.8 

２ 各事務事業の見直し 

全 課 

・事務事業全般の見直し・点検 

全ての事務事業について、事業効果を毎

年検証し、見直しと改善を不断に行う。 

実

施 
→ → → → 

市民満足度

の高い事務

事業の展開 

小

計 
23.2 



 15 

 ２．行政内部経費の見直し・・・徹底した低コストの行政運営を目指します。 

  職員のコスト意識を徹底し、無駄な歳出を省きます。また、適正な定員管理及び職員配

置に努め、給与の抑制等により、人件費の削減を図るとともに、民間委託の推進により行

政コスト低減を図ります。 

  また、多様化する広域行政需要に的確に対応するため、広域行政を更に推進することに

より、効率的で質の高い行政サービスの提供を図ります。 

 

（１）職員数の削減                          （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 職員数の削減 総 務 課 

・職員数の 15％削減 

平成 22 年 4 月 1 日までに全職員数

を平成 17 年度に比べ 15％(80 人)削

減することを目標として、再任用職

員の配置状況を踏まえ、計画的な定

員管理を実施する。 

実

施 
→ → → → 1,176.2 

 

具体的職員削減計画                      （単位：人） 

 １７年度 ２２年度 増 減 

行政部門 ３４０ ２７７ △６３ 

消防部門 ５３ ５１ △ ２ 

公営企業部門（水道） ３６ ２８ △ ８ 

公営企業部門（病院） ９８ ９１ △ ７ 

計 ５２７ ４４７ △８０（△15.2%） 

※ 行政部門には、水道・病院以外の事業会計部門及び教育部門を含む。 

再任用短時間勤務職員及び臨時職員は含まない。 

 

（２）職員の任用見直し                        （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

・再任用職員の運用等の見直し 

厳しい財政状況及び組織の活性化等を

考慮し、再任用の運用について見直しを

行う。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

再任用職員

の意識改革 

１ 
再任用職員の 

人事管理 ・再任用職員の適正配置 

再任用職員の配置先は、特に、再任用職

員が有する知識や経験が活用できるよ

う、定年退職時の所属を含め、効果的な

配置を行う。 

実

施 
→ → → → 

再任用職員

の有効活用

による業務

効率の向上 

２ 
臨時職員等の 

任用見直し 

総 務 課 

・臨時的任用職員の任用基準及び賃金等の

見直し 

平成 18 年度から一部の資格職種を除く

臨時的任用職員の賃金を 5％引き下げ

る。 

また、抜本的な制度運用の見直しについ

て検討をすすめ、平成 19 年度までに新

たな任用基準による賃金体系を策定す

る。 

検

討 

一

部

実

施 

実

施 
→ → 41.2 
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（３）給与の抑制等                          （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

・給料表見直し 

給料表の水準の引き下げや、年功的な給

与上昇を抑制し、職務・職責に相応した

給料構造への転換等を目的とした給与

構造改革を行うため、平成 18 年度から

新給料表を適用する。 

<主な見直し内容> 

・給料表の水準を全体として平均 4.8％ 

引き下げ 

・行政職９級制→７級制 

・現行の号給を４分割 

検

討 

実

施 
→ → → 217.4 

・５５歳時特別昇給の廃止 

これまで一律に実施してきた５５歳時

の１号給特別昇給を平成１８年度から

廃止する。 

検

討 

実

施 
→ → → 10.5 

・初任給基準の見直し 

国家公務員と比べ初任給が高くなって

いることから、行政職等の初任給基準表

を見直し、平成１８年度採用職員から国

家公務員に準じた取り扱いとする。 

検

討 

実

施 
→ → → 5.0 

・再任用職員の給料見直し 

新給料表の適用に伴い、再任用職員の給

料格付けを見直し、給料の水準を 14.5％

引き下げる。 

検

討 

実

施 
→ → → 68.3 

・市長、助役等給料の削減 

これまで実施してきた市長等特別職及

び教育長の給料の削減率を平成 17 年度

から更に増やす。 

<削減率> 

市長：５％→１０％減 

助役：５％→ ７％減 

収入役・教育長：２．５％→４％減 

実

施 
→ → → → 5.2 

１ 給料の抑制等 総 務 課 

・定年退職時特別昇給の廃止 

これまで実施してきた定年退職時の 1

号給特別昇給を廃止する。 

検

討 

実

施 
→ → → 

給料の適正

化 
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・通勤手当の見直し 

通勤距離が２km 未満の職員に対して支

給していた通勤手当（1,200 円/月）を

平成 17 年 10 月から廃止。 

実

施 
→ → → → 11.7 

・管理職手当の削減 

平成 15 年から実施している管理職手当

の削減を引き続き実施。 

<管理職手当支給率> 

部長：１５％→１２％ 

課長：１２％→１０％ 

課長補佐：９％→８％ 

実

施 
→ → → → 

人 件 費 の 

削 減 

・指定勤務手当の見直し 

指定勤務手当の制度の趣旨を踏まえ、抜

本的な見直しを行い、平成 18 年度まで

に１３の指定勤務手当を廃止し、その他

の７手当についても減額等の見直しを

行う。 

一

部

実

施 

実

施 
→ → → 12.5 

２ 手当の抑制等 

・調整手当等の削減 

地方自治法の改正に伴い、調整手当が平

成 17 年度に廃止され、平成 18 年度から

地域手当を新設する。 

平成 18 年度の地域手当は給料の２％と

し、調整手当の３％と比べて、１％削減

し、平成 19 年度以降については、財政

状況等を考慮し、検討をすすめる。 

検

討 

実

施 
→ → → 138.1 

・旅費日当の見直し 

平成 18 年度から旅費日当を約 50％削減

する。 

検

討 

実

施 
→ → → 5.6 

・永年勤続表彰の廃止 

職員を対象に勤続年数に応じて実施し

ている永年勤続表彰を平成 18 年度から

廃止する。 

検

討 

実

施 
→ → → 10.5 

・勤務時間の見直し 

平成 18 年 7 月に国家公務員の勤務時間

が見直されることに伴い、休息時間の廃

止や週 40 時間勤務とすることなど職員

の勤務時間の見直しについて検討をす

すめる。 

検

討 

検
討

・
実
施 

→ → → 
勤務時間の

適正化 

・時間外勤務の縮減 

時間外勤務の事前命令を徹底させ、業務

の効率化や事務分担を適宜見直すこと

で、時間外勤務の縮減を図る。 

実

施 
→ → → → 

人 件 費 の 

削 減 

３ 
その他旅費等の 

見直し 

総 務 課 

・職員厚生会負担金の抑制 

職員厚生会への負担金について、平成

15 年度から実施している事業主負担の

抑制（2/1000）を平成 21 年度まで引き

続き実施する。 

実

施 
→ → → → 

人 件 費 の 

削 減 

小

計 
484.8 
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（４）民間委託の推進                         （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

・指定管理者制度の導入 

現在、管理委託を実施している公の施設

については、平成１８年度から指定管理

者制度を導入し民間活力等により、さら

なる効率的、効果的な施設運営に努め

る。 

<指定管理者制度導入施設> 

・松ヶ岡ディサービスセンター 

・太陽の広場 

・なかまハーモニーホール等 

１０の体育文化施設 

検

討 

実

施 
→ → → 6.4 

１ 公の施設の運営委託 

総 務 課 

・ 
各施設管理課 

・民間活力導入の検討 

現在、直接運営している公の施設のう

ち、以下の４施設については、平成１９

年度からの指定管理者制度など民間活

力の導入について、検討を進め、より効

率的、効果的な施設運営を図る。 

<指定管理者制度検討施設> 

・母子生活支援施設 

・生涯学習センター 

・働く婦人の家 

・公営住宅 

 

また、業務の性格等の問題から、引き続

き市が直接運営する上記以外の施設に

ついても、一部業務の委託推進等を図

り、効率的・効果的な施設運営に努める。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

効率的施設

運営の実現 

経営企画課 

関 係 課 

・委託可能な事務事業の洗い出し 

全ての事務事業について、民間委託が可

能か否か検討する。 

・民間委託ガイドラインの策定 

民間委託を検討するに当たって指針と

なるガイドラインを策定する。 

検

討 

（
一
部
実
施
） 

検 

討 

実

施 
→ → 

効率的行政

運営の実現 

・小学校給食の民間委託 

小学校の給食調理業務について、計画期

間中に１校を民間委託する方向で検討

をすすめる。 

検

討 
→ → 

実

施 
→ 

事務の効率

化 

教育総務課 

・小中学校民間警備委託 

小中学校の警備の見直しを行い、機械警

備等の効率的運用を図る。 

検

討 

実

施 
→ → → 18.3 

２ 事務事業の民間委託 

水 道 局 

・浄水場運転業務委託 

夜間及び休日の浄水場運転業務を民間

委託する。 

検

討 
→ → → 

実

施 

効率的経営

の実現 

小

計 
24.7 
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（５）外郭団体の効率的運営 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 外郭団体の見直し 
総 務 課 

各 部 

・外郭団体の運営方針の見直し 

既設の外郭団体についてその必要性、業

務の内容、活動の実態等の検討を行い、

職員数の見直し、業務執行の効率化等運

営の改善を図る。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 

外郭団体の

効率化 

 

（６）広域化の推進 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 広域化の推進 
経営企画課 

各 部 

・広域行政による共同処理の推進 

広域行政によるスケールメリットが活

かせる分野を洗い出し、事務事業の共同

処理を推進する。 

検

討 
→ → → 

実

施 

消防行政等

の広域化 

 

（７）財務の透明化 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

１ 
分かりやすい 

財務諸表の作成 
財 政 課 

・バランスシートの作成 

市の資産状況とその調達財源等の情報

を明らかにし、財政状況がよりわかりや

すく、より多角的に理解できるようバラ

ンスシート（総務省様式）を作成し、公

表する。 

検

討 

実

施 
→ → → 

財務の透明

化 

 

（８）内部管理費の見直し                       （単位：百万円） 

検討・実施年度 
No 取 組 項 目 所管部署 改 革 プ ラ ン 

17 18 19 20 21 
効 果 

・委託料の見直し 

経費の徹底的節減を図るため、あらゆる

委託契約について見直しを行い、委託料

の削減を図る。 

検

討 

実

施 
→ → → 24.0 

財 政 課 

関 係 課 
・需用費の見直し 

内部経費の徹底的節減を図るため、光熱

水費等の需用費を削減する。 

実

施 
→ → → → 11.3 

消防本部 

・消防職員の被服等の貸与に関する規則の

見直し 

経費節減の観点から、被服の使用期限を

延長する。 

検

討 

実

施 
→ → → 2.1 

１ 内部管理費の見直し 

財 政 課 

・公用車の有効活用 

使用頻度を勘案し、削減を含めた有効活

用を図る。 

検

討 
→ 

実

施 
→ → 1.0 

２ その他 総 務 課 

・市町村職員退職手当組合への加入 

団塊の世代の退職による多大な財政負

担を平準化するため、福岡県市町村退職

手当組合に平成 18 年度に加入する。 

検

討 

実

施 
→ → → 739.2 

小

計 
777.6 
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Ⅳ．公営企業の経営健全化 
 

水道事業及び病院事業においては、経営の総点検を行い更なる経営改善を推進し、公営企

業本来の独立採算制による健全経営を目指します。 

    

１．１．１．１．病院事業病院事業病院事業病院事業    
高度機能病院群及び一般開業医との連携の強化を図り、それぞれの病院では提供しきれな

い部分を補完する精緻な医療サービスの提供に努め、効率で良質な医療を提供していきます。 

 

 

（１）経営改革の推進経営改革の推進経営改革の推進経営改革の推進 

① 診療材料の徹底した管理による医療サービスを提供します。 

② 周辺医療機関との連携を深め、紹介患者数の増加を図ります。 

③ より効率的な組織体制を構築するため、組織機構の見直しを適宜行います。 

 

 

（２）定員管理定員管理定員管理定員管理の適正化の適正化の適正化の適正化・給与の・給与の・給与の・給与の見直し見直し見直し見直し 

施設基準によって職員数が定められているため、職員数の分析と問題点の把握を行い、

給与・定員管理の適正化に努めます。また、人件費の医業収益に占める割合を５０％以

下に維持するよう努めます。 

 

① 定員管理の適正化 

平成１７年４月１日から平成２２年４月１日までの定員管理の適正化目標（定数） 

 

（単位：人） 

１７年度 ２２年度 増 減 

９８ ９１ △ ７ 

 

② 給与の抑制等 

市職員の枠組みに沿って抑制等を図ります。 

 

③ 定員管理、給与の公表 

定員管理及び給与ついては、インターネット等で公表します。 

 

 

（３）経費節減経費節減経費節減経費節減のののの徹徹徹徹底底底底 

病院事業の経営にあたっては、一般行政部門と同様に、経費全般にわたり徹底した見

直しを行い、経費節減をするとともに合理化、効率化を進め経営基盤の強化を図ります。 
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２．２．２．２．水道事業水道事業水道事業水道事業    
今日の少子高齢社会や生活様式の変化、節水意識の向上等に伴い水需要の減少している状

況の中で、水道事業としても健全経営を継続し、収支の黒字化を堅持しつつ引き続き経営基

盤の強化を図ります。 

 

 

（１）経営改革の推進経営改革の推進経営改革の推進経営改革の推進    

① 浄水場運転業務の民間委託による経営効率化（平成２１年度から実施） 

② より効率的な組織体制を構築するため、組織機構の見直しを適宜行います。 

 

 

（２）定員管理定員管理定員管理定員管理の適正化・給与のの適正化・給与のの適正化・給与のの適正化・給与の見直し見直し見直し見直し    

事務事業の見直しや業務の外部委託等を推進し、適正な定員管理を図る。 

 

① 定員管理の適正化 

平成１７年４月１日から平成２２年４月１日までの定員管理の適正化目標（定数） 

 

（単位：人） 

１７年度 ２２年度 増 減 

３６ ２８ △ ８ 

 

② 給与の抑制等 

市職員の枠組みに沿って抑制等を図ります。 

 

③ 定員管理、給与の公表 

定員管理及び給与については、インターネット等で公表します。 

 

 

（３）経費節減経費節減経費節減経費節減のののの徹底徹底徹底徹底    

水道事業の経営にあたっては、一般行政部門と同様に、経費全般にわたり徹底した見

直しを行い、経費節減をするとともに合理化、効率化を進め経営基盤の強化を図ります。 

 


